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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　コロンビア共和国（以下、コロンビアと略す）政府は、コーヒー産業に依存するモノカル

チャー経済からの脱却を図るために、1970年代後半より石油・石炭を含む鉱物資源の開発を中心

とする鉱業振興を同国開発政策の重点施策として位置づけ、各種鉱物資源調査を実施した結果、

金銀等有価金属を含む複雑鉱鉱床が確認されました。コロンビア政府は、これら複雑鉱から有価

金属を効率的、かつ経済的に回収する技術の確立を目的として我が国に対し技術協力を要請し、

平成４年３月～平成８年３月にわたりプロジェクト方式技術協力「含金複雑鉱処理技術プロジェ

クト」が実施され、実験室レベルでの有価金属回収技術が確立され、同プロジェクトは成功裏に

終了しました。

　コロンビア政府は、上記技術協力により確立された回収技術を、現地鉱山に応用するには、連

続選鉱試験設備を用いた更なる技術開発が不可欠として、平成８年９月我が国に、｢中小零細鉱

山選鉱技術改善計画」へのプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

　この要請を受け、我が国政府は国際協力事業団を通じ、平成９年４月事前調査団を派遣し、プ

ロジェクトの背景・計画の妥当性を確認するとともに、平成10年４月長期調査員を派遣し、協力

内容の詳細や機材の仕様等投入の詳細について協議・確認をしました。

　上記調査の結果を踏まえ、協力実施に際しての具体的な実施体制並びに技術協力全体計画につ

いて先方関係者と協議を行い、討議議事録（Ｒ／Ｄ）案に取りまとめること、さらに、コロンビ

アの治安状況の特殊性をかんがみ、派遣専門家の安全を確保する観点から、特にプロジェクト・

サイト予定地であるカリ市の治安状況について情報を収集し、かつ、先方関係者との間で専門家

の安全に関しコロンビア側が取るべき措置について協議し、合意内容をＲ／Ｄ案に盛り込むこと

を目的として、実施協議調査団を平成10年９月20日～10月３日まで同国に派遣しました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関し、ご

協力いただいた日本・コロンビア両国の関係各位に対し深甚の謝意を表すとともに、併せて今後

のご支援をお願いする次第です。

平成10年10月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
部長部長部長部長部長　谷川　和男　谷川　和男　谷川　和男　谷川　和男　谷川　和男
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１　調査結果の要約１　調査結果の要約１　調査結果の要約１　調査結果の要約１　調査結果の要約

１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景１－１　要請の背景

　コロンビアにおける金鉱業は、年間約30トンの生産量であり、同国の鉱物輸出品目のなかで重

要な位置を占めているが、その90％以上が中小零細規模鉱山から産出されている。これら鉱山は

技術力がないために生産性が低く、金回収率も50％程度と非常に低いうえ、水銀を利用しての回

収も広範に行われていることから環境汚染を引き起こしている。

　このような状況を改善するために、1992年３月～1996年３月にわたり我が国のプロジェクト方

式技術協力により実施された「含金複雑鉱処理技術プロジェクト」では、金銀等有価金属を含む

複雑鉱から、これら金属を効果的にまた経済的に取り出すための実験室レベルでの技術が確立さ

れた。

　コロンビア政府は、上記プロジェクトで確立された技術を現場鉱山・選鉱場に応用可能な技術

に高めるため、1996年に「中小零細鉱山選鉱技術改善計画」への技術協力を我が国政府に要請し

てきた。

１－２　実施協議調査団派遣までの経緯１－２　実施協議調査団派遣までの経緯１－２　実施協議調査団派遣までの経緯１－２　実施協議調査団派遣までの経緯１－２　実施協議調査団派遣までの経緯

　1997年４月、事前調査を、また、1998年４月長期調査を実施し、本件協力の妥当性を確認する

とともに、協力の基本的枠組みをコロンビア側関係者と協議・確認した。

　上記調査結果を踏まえ、協力実施に際しての具体的な実施体制、並びに技術協力計画について

先方機関と協議を行い、併せてＲ／Ｄに取りまとめ、署名・交換することを目的として、本実施

協議調査団の派遣が計画された。

  しかしながら、コロンビアにおける派遣専門家の安全確保に関し、外務省より再確認の必要が

あるとの意見が出されたため、本調査団は上記目的以外に、派遣専門家の安全に係る情報を収集

するとともに、専門家の安全を確保する目的で、Ｒ／Ｄ（案）の中にコロンビア側の取るべき措

置について明記することとし、出発前に日本側の案文を作成し、コロンビア側と協議のうえ、合

意を取り付けることとした。

１－３　調査結果の概要１－３　調査結果の概要１－３　調査結果の概要１－３　調査結果の概要１－３　調査結果の概要

(１) プロジェクトの内容

１）実施機関

ａ) 鉱山・エネルギー省（M I N M I N A S )の管理下で、地球科学・鉱山・化学研究所

（INGEOMINAS) がコロンビア鉱山公社（MINERALCO）と協力して本件プロジェクト

の実施に責任を負う。
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ｂ) プロジェクト・サイトはINGEOMINASカリ事業所に置き、技術協力は同事業所内で

実施される。

２) 技術協力内容

ａ) 技術協力内容は長期調査で合意された内容で再確認された。

ｂ) 具体的には①供試鉱石試料の選鉱特性の調査研究、②移動式選鉱試験設備を使って

の鉱石試料の最適選鉱操業条件の選定、③鉱山・選鉱場における廃水処理条件の改

善、④選鉱場操業の改善に関する技術指導に必要な資料の作成である。

３) コロンビア側実施体制

ａ) ローカルコストに関してはプロジェクト実施予定に沿って、1999～2002年の予算

書を改めて提出させ、支出を確約させた。

ｂ) MINERALCO代表者より、より積極的にプロジェクトに参加したい旨の発言があり、

当初パートタイムで予定されていたMINERALCO技術者を、フルタイムで参加させるこ

ととした。

ｃ) その他協力実施に必要なコロンビア側実施体制については問題ないことを確認し

た。

(２) コロンビア側が取るべき専門家の安全対策措置について

  本調査団派遣にあたり、事前に「コロンビア側の取るべき安全対策措置」について外

務省技術協力課と協議のうえ日本側案を作成した。

  現地ＪＩＣＡコロンビア事務所並びに在コロンビア大使館からの提案を含め、最終的

に日本側案を作成しコロンビア側との協議に臨んだ。

　コロンビア国際協力庁（ＡＣＣＩ）及びINGEOMINASにおける協議のなかで上記案は合

意され、Ｒ／Ｄ（案）本文に記載することとなった。

　しかし、コロンビア外務省よりＲ／Ｄ本文に同条項を記載するのはいかがなものかとの

異議が出された。ＪＩＣＡ事務所、日本大使館の尽力もあり、今回は特例としてＲ／Ｄ本

文には「コロンビア側は専門家の安全に関し必要な措置を取る」と記載し、Ｒ／Ｄの

Annexにその内容について記載することで最終的に合意した。

(３) 治安・安全に関する情報収集

　ボゴタにおいてはＪＩＣＡコロンビア事務所、在コロンビア大使館から情報を収集。

またプロジェクト・サイトのあるカリ市ではカリ市警において、カリ市警、バジェ県警、

大統領保安局（ＤＡＳ）カリ支所の関係者に集まってもらい、更に熱帯農業国際センター

（ＣＩＡＴ）を訪問し情報収集を行った。
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　また、コロンビア日系人協会（カリ市）関係者からの情報も入手した。

　収集された治安・安全情報の概要は以下のとおりである。

１) 全国情報

　ゲリラ組織は国の北部、北西部、東部の山間部を中心に活動している。大統領就任

前後はかなり活発な活動が見られたが、現在は小康状態である。現在政府と和平交渉

中であることから、交渉を有利に進めようとときどき治安機関等と衝突している。ま

た、パラミリタル（極右武装私兵集団)、麻薬組織については治安悪化のファクターと

なっていない。

２) カリ市及び周辺

　カリ市内ではゲリラ組織の活動はない。また、麻薬組織もカルテル崩壊後中小組織

の存在が確かめられているものの、治安に影響する脅威となっていない。市内では高

い失業率（20％程度）も関係し、強盗、空き巣、自動車泥棒等の一般犯罪が多発して

いる。しかし、これら犯罪は貧民層の多い一部地域に偏在している。

　市から50キロメートル程度離れたバジェ県東部、南部、北西部の山間部ではゲリラ

組織のうちＥＬＮの活動が見られる。
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２　調査団派遣２　調査団派遣２　調査団派遣２　調査団派遣２　調査団派遣

２－１　調査団派遣の経緯と目的２－１　調査団派遣の経緯と目的２－１　調査団派遣の経緯と目的２－１　調査団派遣の経緯と目的２－１　調査団派遣の経緯と目的

  コロンビアにおける金鉱業は、年間約30トンの生産量であり、同国の鉱物輸出品目のなかで重

要な位置を占めているが、その90％以上が中小零細規模鉱山から産出されており、これら鉱山は

技術力がないために生産性が低く、金回収率も50％程度と非常に低いうえ、水銀を利用しての回

収も広範に行われていることから環境汚染を引き起こしている。

  このような状況を改善するために、1992年３月～1996年３月にわたり我が国のプロジェクト方

式技術協力により実施された「含金複雑鉱処理技術プロジェクト」で、金銀等有価金属を含む複

雑鉱から、これら金属を効果的にまた経済的に取り出すための実験室レベルでの技術が確立され

た。

　コロンビア政府は上記プロジェクトで確立された技術を現場鉱山・選鉱場に応用可能な技術に

高めるため、1996年、第２フェーズである「中小零細鉱山選鉱技術改善計画」への技術協力を我

が国政府に要請してきた。

　要請を受け1997年４月、事前調査が、また、1998年４月長期調査が実施され、コロンビア側関

係者との協議を通じ本件協力の妥当性を確認、また、より具体的で実現可能性の高いプロジェク

トの枠組みがつくられた。

　上記調査結果を踏まえ、協力実施に際しての具体的な実施体制、並びに技術協力計画について

先方機関と協議を行い、併せてＲ／Ｄに取りまとめ、署名・交換することを目的として、本実施

協議調査団の派遣が計画された。

　しかしながら、本調査団派遣に係る各省会議（９月16日開催）において、外務省技術協力課よ

り、｢本件長期調査団を派遣した1998年４月以降、邦人企業の出資する自然資源開発関連企業が

左翼系ゲリラ組織の襲撃を受け、また新大統領就任（８月７日）を前後して左翼系ゲリラ組織に

よる治安関連機関への攻撃、及び地方政治家の誘拐等のテロ活動が激化するなど、コロンビアの

治安が悪化しているとの情報を入手した。これら情報から考えるに、本件派遣専門家の安全確保

について再確認する必要があることから、本調査団は本件実施を確約するＲ／Ｄの署名は行わ

ず、Ｒ／Ｄ及び討議議事録覚書（Ｍ／Ｄ）の最終案の合意を取り付けるにとどまる。結果は日本

に持ち帰り、外務省内の決裁を取り付けたあと、ＪＩＣＡコロンビア事務所を通じ署名・交換す

ることとしたい。また、本調査団は在コロンビア大使館、ＪＩＣＡコロンビア事務所、実施サイ

トのあるカリ市の治安機関等から治安・安全情報を収集することとし、それら情報を持ち帰るも

のとしたい。」との発言があり出席者の間で了解された。

　このことから、本調査団は派遣専門家の安全に係る情報を収集するとともに、専門家の安全を

確保する目的で、Ｒ／Ｄ（案）の中にコロンビア側の取るべき措置について明記することとし、
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出発前に日本側の案文を作成（別添資料１）し、コロンビア側と協議のうえ、合意を取り付ける

こととした。

　プロジェクトの内容については、長期調査の結果を踏まえ、プロジェクト実施に際しての日

本・コロンビア双方の責任分担を再確認するとともに、技術協力計画（ＴＣＰ）案、暫定実施計

画（ＴＳＩ）案、及びＰＤＭ案について再検討し、また、年間活動計画（ＡＰＯ）を作成するこ

とにより、具体的な技術協力内容及びその計画について最終的に合意し、Ｒ／Ｄ（案)、Ｍ／Ｄ

（案）に取りまとめることとした。

２－２　調査団員構成２－２　調査団員構成２－２　調査団員構成２－２　調査団員構成２－２　調査団員構成

　担　当 　氏　名 　　　　　　　　　所　　属　　先

団長・総括 谷川　和男 ＪＩＣＡ鉱工業開発協力部長

技術協力政策 大村　倫久 外務省経済協力局技術協力課外務事務官

選鉱技術 阿部　幸紀 三井金属資源開発（株）企画営業部担当部長

プロジェクト 野澤　俊博 ＪＩＣＡ鉱工業開発協力部特別嘱託
協力企画
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移動 （メキシコ市)

午前：陸路移動（メキシコ市→ケレタロ）
午後：ケレタロ州産業技術開発センター専門

家、メキシコ側関係者との打合せ
（ケレタロ)

午後：石油精製安全研修センター専門家との
　　　打合せ（ケレタロにて)    (ケレタロ)

午前：ケレタロ州産業技術開発センター開所
式出席

夕方：陸路移動（ケレタロ→メキシコ市）
（メキシコ市)

午前：空港へ
午後：移動（ボゴタにて団員と合流）
　　　団内打合せ （ボゴタ)

１ ９/18 金

２ ９/19 土

３ ９/20 日

４ ９/21 月

５ ９/22 火

６ ９/23 水

７ ９/24 木

８ ９/25 金

９ ９/26 土

10 ９/27 日

11 ９/28 月

12 ９/29 火

13 ９/30 水

14 10/１ 木

15 10/２ 金

16 10/３ 土

成田（JL62)→ロサンジェルス（MX901)→
メキシコ市（団長）

成田（JL006)→ニューヨーク（団員）

ニューヨーク（AV021)→ボゴタ（団員）

メキシコ市（MX393)→ボゴタ（団長）

ボゴタ（AV223)→カリ

カリ（AV212)→ボゴタ

ボゴタ（AV072)→メキシコ市

メキシコ市発（JL011)→

成田着

移動（成田→ニューヨーク） （ニューヨーク)

移動（ニューヨーク→ボゴタ）
ＪＩＣＡ事務所あいさつ、打合せ
団内打合せ（通訳伊藤合流） （ボゴタ)

午前：日本大使館打合せ
　　　ＪＩＣＡ事務所打合せ
午後：INGEOMINAS、MINERALCO協議（ボゴタ)

午前：ＪＩＣＡ事務所あいさつ（団長）Ｃ／Ｒ社による治安状況説明  日本大使館表敬
午後：MINMINAS、ＡＣＣＩ表敬 （ボゴタ）

午前：INGEOMINAS、MINERALCO協議
午後：移動（ボゴタ→カリ） （カリ）

午前：INGEOMINASカリ事業所協議
午後：カリ市内治安当局表敬情報収集、ＣＩＡＴ訪問、情報収集 （カリ）

午前：カリ市日本人会あいさつ　移動（カリ→ボゴタ）
午後：団内打合せ （ボゴタ）

団内打合せ、Ｒ／Ｄ、Ｍ／Ｄ案作成 （ボゴタ）

INGEOMINAS、MINERALCO 協議 （ボゴタ）

INGEOMINASにてＲ／Ｄ・Ｍ／Ｄ（案)、ミニッツ（案）作成 （ボゴタ）

午前：ミニッツ署名・交換、ＪＩＣＡ事務所、大使館への報告 （ボゴタ）

移動（ボゴタ→メキシコ市） （メキシコ市）

移動（メキシコ市→バンクーバー（経由）→成田） （機中）

調　　査　　内　　容

団　　　　員団　　　　長

行　　　　程日順 月日 曜日

（使用航空会社）JL：日本航空、MX：メヒカーナ航空（メキシコ)、AV：アビアンカ航空（コロンビア)、調査内容欄右端括弧内は宿泊地
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２－４　主要面談者２－４　主要面談者２－４　主要面談者２－４　主要面談者２－４　主要面談者

(１) コロンビア側

１) 鉱山・エネルギー省　 MINISTERIO DE MINAS YENERGIA （MINMINAS）

Jairo Gomez Vice-Ministro Area de Minas

Plinio Enrique Bustamante Director General de Minas

Rafael Alfonso Asesor

２) コロンビア国際協力庁  AGENCIA COLOMBIANA DE COOPERACION INTERNACIONAL（ＡＣＣＩ)

Emilia C. Ruiz Director General

Felipe Arbelaez Sub-director de Programacion

Adriana Moreno Encargada Japon

３) 地球科学・鉱山・化学研究所　　INSTITUTO DE INVESTIGACIONES EN

GEOCIENCIAS, MINERIA Y QUIMICA （INGEOMINAS）

BOGOTA本部

Adolfo Alarcon Guzman Director General

Maria Emilia Gomez Secretaria General

Maritza Geraldina Asesora Cooperacion Internacional

Raul Eduardo Garcia Jefe Area de Planeacion y Control

Libaniel Casas O. Jefe Area de Informacion y Servicios

Marcela Hernandez Jefe Proyecto Procesamiento de Minerales

Myriam Sarmiento Sub-directora, Administracion de Recursos

Jorge Martin Molina Sub-director, Area Mineria

Fabio H. Perez Sub-director, Area Quimica

Edgar Rodriguez Granados Sub-director, Area Ingenieria Geoambiental

Julian Escallon Silva Sub-director, Area Geofisica

Ricardo Escobar Sub-director, Area Geologia

Gustavo J. Espinel Especialista en Geologia

CALI支部

Oscar A. Hidalgo Jefe Unidad Operativa

Alvaro Pinilla Administrador

Jorge Ivan Londono Coordinador Lab. Metalurgia

Yolanda Canon Coordinador Lab. Quimica

Jaime Mojica Coordinador Lab. Mineralogia

Maria del Carmen Gonzalez Quimica
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Diana Alejandra Ortega Metalurgista

Teresa Duque Geologa

４) コロンビア鉱山公社　MINERALES DE COLOMBIA S. A.（MINERALCO）

Armando Duarte  Director Depto. de Ingenieria

５) 熱帯農業国際センター　CENTRO INTERNACIONAL DE

　　　　　　　　　　　　AGRICULTURA TROPICAL（ＣＩＡＴ）

Sibel Gonzalez Uribe 安全問題担当官

６) コントロールリスク社　CONTROL DE RIESGOS S.A.

Jaime H. Lopez 担当官

７) 警察　VALLE県警察、CALI市警察

大統領保安局　DEPARTAMENTO ADMINISTRATIVO DE SEGURIDAD（ＤＡＳ）

Jorge Enrique Montero カリ市警　総監

Mario Alberto Escobar バジェ県警　本部長　　　　　　　　　　　　　

Rafael Cuellar ＤＡＳカリ支部長

Armando Buitrago C. カリ市警　情報部

Abel Leon カリ市警　警務部長

Clemente Alvarez カリ市警　副本部長

(２) 日本側

１) 在コロンビア日本大使館

浅見　真 大使

長沼　始 参事官

豊　輝久 二等書記官

２) ＪＩＣＡコロンビア事務所

蔵本　文吉 所長

笠間　孚彦 次長

３) コロンビア日系人協会

矢部　金作 副会長

久保　Yoshiyuki 事務局長
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２－５　調査結果２－５　調査結果２－５　調査結果２－５　調査結果２－５　調査結果

　調査項目・対処方針及び調査協議結果

１ プロジェクト
の名称

２ 実施機関

３ 実施体制
(1) プロジェクト

ダイレクター

(2) プロジェクト
マネージャー

(3) 合同調整委員
会

(4) 合同実行委員
会

・下記に変更ないことを確認しＲ／Ｄ（案）
Ｍ／Ｄ（案）に記載する。
（英文）“The Project on the Improvement

of Mineral Processing Technology Con-
cerning Medium and Small-Scale Mines
in the Republic of Colombia”

・MINMINASの管理下でINGEOMINASがMINERALCOと
協力してプロジェクトを実施することを確認
し、Ｒ／Ｄ（案）Ｍ／Ｄ（案）に記載する。
なお、MINERALCOの合併について確認する。

・INGEOMINAS長官で変更ないことを確認し、
Ｒ／Ｄ（案）に記載する。

・INGEOMINASでは本部の各部長の管理下でプロ
ジェクトを実施することになっているため、
プロジェクトマネージャーは本部化学部長と
カリ事業所長の２名をおくことを確認し、
Ｒ／Ｄ（案）に記載する。

・下記に変更ないことを確認しＲ／Ｄ（案）に
記載するとともに、開催頻度について協議・
合意する。
・コロンビア側の委員の構成
ＡＣＣＩ代表者
MINMINAS代表者
MINERALCO総裁
プロジェクトマネージャー
プロジェクトコーディネーター
委員長が指名した上記以外の関係者（複
数）

・日本側の構成（省略）

・機能については長期調査と変更ないことを確
認し、Ｍ／Ｄ（案）に記載・添付する。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載した。
・1998年末にはECOCARBON（コロン
ビア石炭公社)、並びに鉱山総局
とが合同し、MINERCOLとなること
を確認した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載した。

・開催頻度は初年度最低２回、次年
度以降１回で合意しＲ／Ｄ（案）
に記載した。

・その他左記に変更なきことを確認
しＲ／Ｄ（案）に記載・添付し
た。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載・添付した。

調査項目 対処方針 調査・協議結果
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４　協力期間

５　プロジェクト
の内容

(1) 技術移転分野

(2) プロジェクト
の上位目標

(3) プロジェクト
目標

・委員は下記のとおりとし、Ｍ／Ｄ（案）に添
付する。また、開催頻度について協議・合意
する。
　(1) INGEOMINAS本部化学部長
　(2) INGEOMINASカリ事業所長
　(3) プロジェクトコーディネーター

INGEOMINAS本部担当
INGEOMINASカリ事業所担当
MINERALCO 担当
業務調整員（日本側）

　(4) カウンターパート（Ｃ／Ｐ）長
　(5) チーフアドバイザー（日本側）

・期間は３年間で変更ないことを確認し、開始
日はＲ／Ｄ署名時に決定することを合意す
る。

・技術移転項目は長期調査と変更ないことを
確認し、Ｍ／Ｄ（案）に記載するとともに、
ＴＣＰ、ＰＯ、ＡＰＯを確認し、Ｍ／Ｄ
（案）に添付する。また、供試鉱石の確保、
機材の設置についても、長期調査と変更ない
ことを確認する。

（スーパーゴール）
・「鉱山地域の環境に配慮した鉱業部門の振興
が図られる」で変更なきことを確認し、
Ｍ／Ｄ（案）に添付する。

（上位目標）
・「産金地域の中小零細鉱山の操業方法が改善
される」で変更なきことを確認し、Ｒ／Ｄ
（案）に添付する。

（プロジェクト目標）
・「INGEOMINASの技術者が産金地域の中小零細
鉱山に対し、選鉱場改善の指導ができるよう
になる」を提案し、協議・合意しＲ／Ｄ
（案）に添付する。

（成果）
　２、３を下記のように変更することを提案し
協議。合意を取り付けＲ／Ｄに添付、Ｍ／Ｄ
に記載する。

０．プロジェクトの実施体制が確立される。

１．移動式選鉱試験設備の据え付け・整備・保
全が実施される。

２．廃水処理を含む選鉱場設計技術者が養成さ
れる。

３．プロジェクト対象鉱山に対して選鉱場改善
に係る提言がなされる。

・初年度は最低年間２回、次年度以
降最低１回の開催で合意しＲ／Ｄ
（案）に記載した。

・Ｒ／Ｄ署名時に開始月日を決定す
ること。また、協力期間は３年間
で合意した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に添付した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に添付した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に添付した。

・「INGEOMINAS及びMINERALCOの技
術者が産金地域における中小零細
鉱山に対し選鉱場改善の指導がで
きるようになる」で合意しＲ／Ｄ
（案）に添付した。

・左記提案のとおり合意しＲ／Ｄ
（案）に添付、Ｍ／Ｄに記載し
た。

調査項目 対処方針 調査・協議結果
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(4) 日本側投入
ア  専門家投入

イ  研修員受入れ

（活動）
下記に変更ないことを確認しＭ／Ｄ（案）に記
載する。
0-1．実施計画に従い人員を配置する。
0-2．実施計画に基づく予算を確保する。
0-3．合同調整委員会を設立する。
0-4．合同実行委員会を設立する。

1-1．資機材調達の計画を策定し調達を実施す
る。

1-2．機械設備を据え付け、操作指導・整備保
全を実施する。

1-3．機械設備の操作及び保全マニュアルを作
成する。

2-1．供試鉱石試料を安定供給する。
2-2．実験室規模での選鉱特性の調査研究を実

施する。
2-3．移動式選鉱試験設備による最適選鉱操業

条件の選定を行う。
2-4．選鉱廃水処理条件の選定を行う。
2-5．選鉱試験マニュアルを作成する。
2-6．共同選鉱場設計指針を作成する。
2-7．選鉱場操業改善技術指導指案を作成す

る。

3-1．プロジェクト対象鉱山の調査を実施す
る。

3-2．プロジェクト対象鉱山の選鉱操業改善指
針を作成する。

3-3．プロジェクトに関連するセミナーを開催
する。

１　長期専門家
　以下の４名を派遣することを確認し、Ｒ／Ｄ
（案）に記載する。
(1) チーフアドバイザー
(2) 業務調整員
(3) 選鉱・製錬技術者
(4) 廃水処理技術者

２　短期専門家
・必要に応じて派遣することを確認し、Ｒ／Ｄ
（案）に記載する。

・年間１～２名、期間は３週間～３か月とする
ことを確認し、Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
　Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に添付した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に添付する。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

調査項目 対処方針 調査・協議結果
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ウ 供与機材

(5) コロンビア側
投入

ア プロジェク
　　ト・サイト

イ 施設の供与及
び土地の確保

ウ 人員の配置

　主要供与機材は以下のとおりであることを確
認しＭ／Ｄ（案）に添付する。

・主要供与機材
１　移動式選鉱試験設備（処理能力：1.0トン

／日）一式
　①粉砕・フルイ分け設備（２段破砕）
　②選鉱・分級設備（２段磨鉱）
　③浮遊選鉱設備（パルク浮遊）
　④青化法設備（浸水・脱水）
　⑤亜鉛置換法設備（メリルークロー法）
　⑥吸着・溶離設備（CIC・CIP法）
　⑦廃水処理設備（アルカリー塩素法）
〔注〕
　　プロジェクト期間中、これらの設備は運搬

車両なしで、プロジェクト・サイト構内で
操業することとする。

２　比重選鉱装置の供与について、日本側検討
結果を提示し合意に至る。

３　車両の供与について協議し、合意に至る。

・INGEOMINASカリ事業所（含金複雑鉱処理技術
プロジェクト実施サイト）であることを確認
し、Ｍ／Ｄに記載した。
　安全対策についてはフェーズ１で設置した設
備が活用されていることを確認した。

・建物については、現有施設を利用する。
・執務室もフェーズ１同様、カリ事業所内に確
保する。
・移動式選鉱試験設備設置場所は現駐車場とす
る。また、付帯工事については1998年度予算
要求し、1999年度工事に着手することを確認
した。

①Ｃ／Ｐ長　　　　　１名
②選鉱・製錬　　　　２名
③鉱物地質　　　　　２名
④化学分析・解析　　２名
⑤実験助手　　　　　４名
⑥操業要員　　　　（４名）
⑦支援要員　　　　　２名

・MINMINAS、INGEOMINAS及びMINERALCOの年度毎
配置計画を確認した。
　このうち、INGEOMINASは管理部門のほか、選
鉱製錬、鉱物地質、分析、研究助手の技術
者、事務員等を配置することを確認した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載・添付した。

・比重選鉱設置については再度要請
があり、予算が許せば供与を考慮
する旨回答した。またコロンビア
側より理由書を提出せしめた。

・業務用車両の供与について要請が
あり、供与について考慮する旨回
答した。またコロンビア側より現
有車両の現状説明書を提出せしめ
た。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載・添付すると
ともに、Ｍ／Ｄ（案）に記載・添
付した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載・添付すると
ともに、Ｍ／Ｄ（案）に記載・添
付した。

・MINERALCO代表より、より積極的
にプロジェクトに参加したい旨の
発言があり、パートタイムで計画
されていた４名の技術者をすべて
フルタイムのＣ／Ｐとすることで
合意し、Ｍ／Ｄ（案）に添付し
た。

調査項目 対処方針 調査・協議結果
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エ　予算

６ その他
(1) ＰＤＭ（案）

(2) モニタリング

(3) 合同評価

(4) 協力終了後の
自立方式

(5) 使用言語

(6) 専門家の安全
対策

・1999～2002年の予算を確認し、Ｍ／Ｄ（案）
に添付する。

Ⅰ．INGEOMINAS負担の予算
①人件費 1,235.5
②資材費 126.4
③光熱費 216.1
④その他経費 45.8
⑤建物・施設改修 45.0
　　　計  1,668.8

　　（百万ペソ:1999～2002年の４年間）

Ⅱ．MINMINAS負担人件費
　84.3百万ペソ（1999～2002年の４年間）

Ⅲ. MINERALCO 負担人件費
　301.0百万ペソ（1999～2002年の４年間）

Ⅳ．総予算（1999～2002年の４年間）
　2,054.1百万ペソ

・供与機材の通関経費及び国内輸送経費はコロ
ンビア側負担であることを確認し、Ｍ／Ｄ
（案）に記載する。

・プロジェクトの管理については、ＰＤＭに基
づいて行うことを確認し、Ｍ／Ｄ（案）に記
載するとともに、ＰＤＭを添付する。

・６か月ごとにプロジェクトチームでプロジェ
クトの進捗状況についてモニタリングを実施
することを確認し、Ｍ／Ｄ（案）に記載す
る。

・プロジェクト方式技術協力における、ＪＩＣＡ
の評価の現状について概要を説明するとと
もに、終了時評価をプロジェクトが終了す
る６か月前を目途に実施することを説明
し、Ｍ／Ｄ（案）に記載する。

・INGEOMINASからMINERALCOや国立職業訓練学
校（SENA）並びに抽出冶金センター（CIMEX）
への技術の再移転を通じ、各地域へ普及して
いくことを確認し、Ｍ／Ｄ（案）に記載す
る。

・原則として英語で実施することを確認し、
Ｍ／Ｄ（案）に記載する。

・専門家の安全対策の一環として、国家警察、
ＤＡＳをメンバーに含んだ合同安全委員会の
設立について合意し、Ｍ／Ｄ（案）に記載す
る。また、コロンビア側の取るべき措置につ
いて明記する。

・1999～2002年の予算計画書を提出
せしめ、Ｍ／Ｄ（案）に添付し
た。

・機材引き取り費用、国内運搬費用
等の手当を再確認した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載・添付した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｒ／Ｄ（案）に記載するととも
に、Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・左記に変更なきことを確認し
Ｍ／Ｄ（案）に記載した。

・日本側案のとおり合意し、Ｒ／Ｄ
（案）に記載・添付した。

調査項目 対処方針 調査・協議結果
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３　Ｒ／Ｄ案の概要３　Ｒ／Ｄ案の概要３　Ｒ／Ｄ案の概要３　Ｒ／Ｄ案の概要３　Ｒ／Ｄ案の概要

　双方協議の結果、概要以下のとおり合意に達した。

(１) 両国政府の協力

  コロンビア政府は日本政府の協力の下に「中小零細鉱山選鉱技術改善計画」を実施す

る。

  本件協力はコロンビアの中小零細金鉱山の選鉱場改善に資する目的で、INGEOMINAS及

び、MINERALCOのＣ／Ｐが産金地域の中小零細鉱山に対し選鉱場操業改善の指導ができる

ようになることを目的とする。

　この目的を達成するために以下の分野において技術協力を行う。

１) 移動式選鉱試験設備の運転・維持・管理

２) 環境に配慮した選鉱場設計に係る技術者の養成

３) 環境に配慮した中小零細鉱山選鉱場改善指導のための指針の作成

(２) 日本政府により取られる措置（投入計画）

１) 専門家派遣

ａ) チーフアドバイザー

ｂ) 業務調整

ｃ) 選鉱技術

ｄ) 廃水処理技術

ｅ) 必要に応じ短期専門家を派遣する

２) 機材供与

　プロジェクト実施に必要な以下の機材を供与する。

ａ) 移動式選鉱試験設備（処理能力：１トン／日）

ｂ) その他双方により必要と認められた機材

３) 研修員受入れ

　プロジェクトに関係するコロンビア側Ｃ／Ｐの本邦における技術研修を行う。

(３) コロンビア政府により取られる措置

１) 協力実施中並びに協力終了後において、本件協力の成果を持続的に普及すべく、関

係機関との間で必要な措置を講じること。

２）協力により得られた技術、知識は国の経済と社会の発展に寄与するようにすること。

３）日本・コロンビア技術協力協定に則り、日本側が派遣する専門家並びにその家族に
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対し、第三国又は国際機関から派遣される専門家と同様な特権・免除を与えること。

４）日本・コロンビア技術協力協定にのっとり、日本側が供与する機材について日本人

専門家の指導を得て、本件協力において有効に活用されるよう必要な措置を講じるこ

と。

５）Ｃ／Ｐの日本国内での研修で得られた知識と経験は、プロジェクトの実施に効果的

に利用されるよう必要な措置を講じること。

６）日本・コロンビア技術協力協定にのっとり、以下について必要な措置を講じること。

ａ) 以下の分野のＣ／Ｐ、要員の配置

－プロジェクトダイレクター

－プロジェクトマネージャー

－技術Ｃ／Ｐ

－事務要員

－技術補助員

－秘書

－運転手

－その他プロジェクトの円滑な運営に必要な要員

ｂ) 土地、建物、施設

－日本人専門家執務室

－技術移転に必要な講義・会議室

－日本側が供与する機材の設置・運転に必要な建物・設備

－プロジェクト実施に必要と双方が合意したその他施設

ｃ) コロンビア国内における日本人専門家の公務出張に係る交通手段及び旅費の提供

７) 日本・コロンビア技術協力協定にのっとり、コロンビア政府は以下の措置を講じる。

ａ) 供与機材の国内運搬費、並びに設置・運転・維持費用の負担

ｂ) 供与機材にかかる関税、及びその他国内税等の負担

８) コロンビア政府法令・規程にのっとり、以下について必要な措置を講じる。

ａ) プロジェクトの実施に必要なランニングコストの支出

ｂ) 日本側が供与するもの以外のプロジェクト実施に必要な機材、資材、車両、工具等

の提供

９）プロジェクト期間中に派遣される日本人専門家の安全のために、以下の措置を講じ

る。合意されたコロンビア側が取るべき安全対策措置は次のとおり。

ａ) 合同安全委員会の設置

①中央合同安全委員会の設置（議長はＡＣＣＩ長官）
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　（開催は年２回、また必要に応じ開催）

②プロジェクト・サイトにおける安全委員会の設置

　（開催は２か月に１回、また必要に応じ開催）

ｂ) プロジェクト・サイトにおける安全責任者の任命

ｃ) 専門家通勤時における運転手付車両の提供

ｄ) 専門家の公用外出時におけるＣ／Ｐ及びガードの同行

ｅ) 専門家の休日・夜間業務時の安全の確保

ｆ) 英文による安全対策マニュアルの作成

ｇ) その他日本人専門家の安全に必要な措置

(４) 協力実施体制

１) INGEOMINAS長官はプロジェクトダイレクターとして総括的責任を負う。

２) INGEOMINAS本部化学部長、カリ事業所長はプロジェクトマネージャーとして本件協

力の管理・運営に係る責任を負う。

３) 日本人チーフアドバイザーはプロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネー

ジャーに対し本件協力の実施全般に係る必要な助言を行う。

４) 日本人専門家はＣ／Ｐに対し技術指導・助言を行う。

５) 本件協力を円滑、かつ効果的に実施するために双方関係者により合同調整委員会を

設置する。議長はINGEOMINAS長官であり、ＡＣＣＩ、MINMINASの代表者、MINERALCO

総裁が委員会メンバーとして参画する。初年度は最低年２回、次年度以降最低年１回委

員会を開催するものとする。

(５) 合同評価

　協力の成果を図るために、双方政府はＪＩＣＡ並びにコロンビア関係者により、プロ

ジェクト終了６か月前に合同で評価を行う。

(６) 日本人専門家に対する免責

　日本・コロンビア技術協力協定にのっとり、日本人専門家に免責を付与する。

(７) 相互主義

　双方政府はこの文書からあるいはこの文書に関して生じた問題について相互協議する。
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(８) プロジェクトの理解と支持を推進する方策

  コロンビアにおいてプロジェクトの理解と支持を推進するため、コロンビア政府は本

プロジェクトが周知されるよう適切な措置を講じる。

(９) 協力期間

　３年間とする（開始日はＲ／Ｄ署名・交換時に決定することとした)。



－18－

４　ＴＳＩ案の概要４　ＴＳＩ案の概要４　ＴＳＩ案の概要４　ＴＳＩ案の概要４　ＴＳＩ案の概要

　ＴＳＩ（案）については以下のとおりとすることで合意した。なお、本ＴＳＩは、今後のプロ

ジェクト実施における進捗状況、その他必要に応じ、双方協議のうえＲ／Ｄの範囲内で変更され

得るものとした。

　技術協力期間：1999年第１四半期～2002年第１四半期

(１) 日本側実施事項

１) 調査団の派遣

ａ) 事前調査（1997年４月実施済み）

ｂ) 長期調査（1998年４月実施済み）

ｃ) 実施協議調査（1998年９月実施済み）

ｄ) 巡回指導調査（2000年第１四半期）

ｅ) 終了時評価調査（2001年第３四半期）

２）専門家派遣

ａ) 長期専門家

①チーフアドバイザー

②業務調整

③選鉱技術

④廃水処理技術

ｂ) 短期専門家

　必要に応じ派遣

３）機材供与

　2001年第１四半期までにすべての機材を供与

４）研修員受入れ

　各年度１～２名の研修員を受入れ

(２) コロンビア側実施事項

１）プロジェクト運営組織の確立

２）人員の配置

　プロジェクト実施全期間にわたり必要な人員を配置

３）建物・施設の整備

　プロジェクト実施に支障のないよう整備



－19－

４）供試鉱石の提供とすべての産物の処理

　プロジェクト実施に必要な金鉱石の遅滞ない提供と、プロジェクト実施により生ま

れるすべての産物（金、テイリング、残さ、廃水等）の処理

５）資機材の購入・提供

　プロジェクト実施に必要な、日本側が供与するもの以外の資機材

６）プロジェクト運営経費の支出

　プロジェクト実施期間中必要な運営資金の支出

７）技術協力計画の実施

　プロジェクトが最大の成果を生み出すよう、全期間における最良の行動

(３) 合同モニタリングレポートの作成

　６か月ごとにプロジェクト進捗に係る合同モニタリングレポートを作成し、プロジェ

クトダイレクター及びＪＩＣＡコロンビア事務所長に提出
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５　Ｍ／Ｄの概要５　Ｍ／Ｄの概要５　Ｍ／Ｄの概要５　Ｍ／Ｄの概要５　Ｍ／Ｄの概要

　Ｒ／Ｄに従い協議の結果をＭ／Ｄに取りまとめた（資料参照)。

(１) プロジェクト名称は「コロンビア中小零細鉱山選鉱技術改善計画」（The Project on

the Improvement of Mineral Processing Technology Concerning Medium and Small-

Scale Mines in the Republic of Colombia）であることを確認した。

(２) プロジェクトに関連するコロンビア側機関（MINMINAS、INGEOMINAS、MINERALCO）に

ついて、組織図が長期調査時から変わっていることを確認し、現在のものを添付した。

　また、プロジェクト運営組織図が妥当なものであることを確認し、マスタープランに

ついても妥当なものとして確認された。

(３) 技術移転分野、技術移転手法について双方で確認、合意した。

(４) ＴＳＩ（案)、ＴＣＰ（案)、ＰＯ（案）について双方で確認し合意された。

(５) プロジェクトモニタリング及び評価の手法としてＰＣＭを用いることで合意し、ＰＤＭ

の内容を確認、合意した。またＰＤＭは日本人専門家とコロンビア側との間で今後レ

ビューされ、必要に応じ変更されるものであることを確認した。

(６) 日本側投入（専門家派遣、機材供与、研修員受入れ）に関し双方で確認し、合意した。

　機材供与に関し、コロンビア側より移動式選鉱試験設備に比重選鉱装置（ミネラルジ

グ）を加えてほしい旨要請があった。これに対し調査団は、コロンビア側に要請の理由

書を提出せしめるとともに、予算が許せば供与を考慮する旨回答し、｢コロンビア側が要

請した機材リスト」に書き加えた。

　また、プロジェクト業務用車両の供与要請があり、コロンビア側現有車両状況説明書

を提出せしめるとともに、予算内で購入を考慮する旨回答し、要請機材リストに記載し

た。

(７) コロンビア側の取るべき措置について双方で確認、合意した。

  Ｃ／Ｐ配置に関し、長期調査時に確認された計画を、1999～2002年の計画に変更せし

め、その内容について確認した。当初パートタイムで計画されていたMINERALCOのＣ／Ｐ

（技師）４名に関し、同機関代表者から、より積極的にプロジェクトに参加する目的で
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フルタイムに変更したい旨の申し入れがあり、合意のうえ計画に盛り込んだ。

　ローカルコスト支出に関し、長期調査時に確認されたものを1999～2002年のものに変

更し提出せしめた。また、口頭にてコロンビア側に支出を確約せしめた。

　派遣専門家の安全対策措置についてはＲ／Ｄ（案）に詳細明記したことから、｢専門家

の安全について必要な措置を取る」との標記にとどめた。

(８) プロジェクトの評価について双方で確認、合意した。

　プロジェクトの評価はプロジェクト終了約６か月前に合同で実施することを確認した。

また、６か月ごとに専門家とコロンビア側との間でモニタリングレポートを作成し、プ

ロジェクトダイレクター及びＪＩＣＡコロンビア事務所長に提出することを確認した。

(９) 双方協議のうえ、初年度のＡＰＯ（暫定）を作成した。





－
24
－

「スーパーゴール」
  鉱山地域の環境に配慮した鉱業部
門の振興が図られる。

「上位目標」
  産金地域の中小零細鉱山の操業方
法が改善される。

「プロジェクト目標」
  INGEOMINASの技術者が、産金地域
における中小零細鉱山に対し、選鉱
場改善の指導ができるようになる。

「成果」
0.プロジェクトの実施体制が確立さ
れる。

1.移動式選鉱試験設備の据え付け・
整備・保全が実施される。

2.選鉱場設計技術者が養成される。

3.プロジェクト対象鉱山に対して選
鉱場改善に係る提言書が作成され
る。

コロンビア中小零細鉱山選鉱技術改善プロジェクトＰＤＭ 協力期間：1999～2002

作成方法：長期調査時に協議済み。Ｍ／Ｄに添付
日本側実施機関：ＪＩＣＡ　　　　相手国側実施機関：INGEOMINAS
対象地域：
ターゲット・グループ：（プロジェクトレベル）INGEOMINAS技術職員　（上位レベル） 変更日1998.08.25

プロジェクトの概要 指　　　　　標 指標データ入手手段 外　部　条　件

1.ＧＤＰに占める鉱業の比率。
2.金生産量の推移。
3.廃水汚染状況の推移。

1.産金地域における金実収率の比較。
2.金産地域における廃水処理法の改
善状況の比較。

1.選鉱場改善指導のできる技術者の
養成数。

2.プロジェクト対象鉱山関係者に対
する技術指導実績。

0.人員、予算、管理運営状況。

1-1.移動選鉱設備運転状況。
1-2.移動選鉱設備操作マニュアル。
1-3.移動選鉱設備保全マニュアル。

2-1.技術者数と技能レベル。
2-2.選鉱試験実施マニュアル。
2-3.選鉱場基本設計指針。

3-1.新旧選鉱操業・試験比較。
3-2.対象鉱山・選鉱場調査報告書。
3-3.対象鉱山・選鉱場の改善提言書。

1.ＤＮＰの統計
2.MINMINASの統計。
3.産業界の統計。
4.面接調査、アンケート調査。

1.選鉱場の操業成績。
2.選鉱場の廃水分析値。
3.面接調査、アンケート調査。

1.プロジェクト経過報告書。
2.鉱山・選鉱場関係者のセミナー実
施報告書。

3.作成された選鉱場改善提言書。

0.実施機関の管理・記録簿。

1-1.移動選鉱設備管理簿。
1-2.操業マニュアル作成成績。
1-3.保全マニュアル作成実績。

2-1.人材養成の実績。
2-2.選鉱試験マニュアル作成実績。
2-3.基本設計作成実績。

3-1.新旧選鉱操業・試験実績。
3-2.選鉱場改善指針の作成実績。

a.政府及び産業界による地域鉱業振
興政策の継続的実施。

a.経済情勢の緩慢な変化。
b.賃金ベースの安定。
c.経済インフラ条件の継続。

a.移動式選鉱設備の有効利用。
b.現在選鉱場の改善計画の進展。
c.産金地域における共同利用選鉱場
設立計画の進展。

a.Ｃ／ＰのINGEOMINAS・MINERALCO
での勤務の継続。

b.日本・コロンビア両サイドの投入
計画の遅滞のない実施。
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「活動」
0-1. 実施計画に従い人員・予算を確

保する。
0-2. 合同調整委員会を設立する。
0-3. 合同実行委員会を設立する。

1-1. 資機材調達の計画を策定し、調
達を実施する。

1-2. 機械設備を据え付け、操作・整
備保全を実施する。

1-3. 機械設備の操作及び保全マニュ
アルを作成する。

2-1. 供試鉱石試料を安定供給する。
2-2. 実験室規模での選鉱特性の調査

研究を実施する。
2-3. 移動式選鉱試験設備による最適

選鉱操業条件の選定を行う。
2-4. 選鉱廃水処理条件の選定を行

う。
2-5. 選鉱試験及び廃水処理試験マ

ニュアルを作成する。
2-6. 共同選鉱場設計の指針を作成す

る。
2-7. 選鉱廃水処理を含む選鉱場改善

マニュアルを作成する。

3-1. プロジェクト対象鉱山の調査を
実施する。

3-2. プロジェクト対象鉱山の選鉱場
改善提言書を作成する。

3-3. プロジェクトに関するセミナー
を実施する。

投　　　　　入

日　　本　　側

1.専門家派遣
1-1.長期専門家

①チーフアドバイザー　　１名
②業務調整員　　　　　　１名
③選鉱　　　　　　　　　１名
④廃水処理　　　　　　　１名

1-2.短期専門家
必要に応じて派遣。

2.研修員受入れ
年間約１～２名

3.機材供与
移動式選鉱試験設備：一式
（ただし、積載車両を除く）
調査用車両、事務機器

1.人員配置
2.運営経費の支出
3.施設・建物の提供
①日本人専門家執務室
②コロンビア側職員執務室
③実験室・分析室
④移動式選鉱試験設備関連施設

4.資機材の調達
5.供試鉱石試料の提供
6.移動式選鉱試験設備の操業により
発生する産物の処理

a.供与機材の円滑な通関。
b.日本人専門家の適切な安全の確保
処置の執行。

(前提条件）
a.本件プロジェクトへの協力に関する
関係組織（INGEOMINAS・ MINERALCO
中小零細鉱山管理者等)間での合
意の成立。

コロンビア側
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６　その他協議、確認事項６　その他協議、確認事項６　その他協議、確認事項６　その他協議、確認事項６　その他協議、確認事項

(１) プロジェクト目標

　派遣専門家の安全確保の観点から、専門家は鉱山地域には入らず、プロジェクト・サ

イトであるINGEOMINASカリ事業所内のみで技術移転活動をすることから、長期調査時に

合意されたプロジェクト目標「産金地域における中小零細鉱山が選鉱場操業改善の指導

を受けられるようになる」を「INGEOMINAS及びMINERALCOのＣ／Ｐが産金地域の中小零

細鉱山に対し選鉱場改善の指導ができるようになる」と変更することを日本側から提案

し、提案どおり合意された。それにあわせ、長期調査時に合意されていたプロジェクト

の成果２．｢選鉱場操業改善技術指導担当要員が養成される」を「環境を配慮した選鉱場

設計技術者が養成される」と変更することで合意された。

(２) 移動式選鉱試験設備

  供与予定機材である移動式選鉱試験設備はコロンビアの治安状況を考慮し、プロジェ

クト期間中はプロジェクト・サイトにフィックスし、移動させないものであるが、プロ

ジェクト終了後はコロンビア側により鉱山地域に移動し、より効果的にまた経済的に稼

働させる予定である。このことからコロンビア側より同装置のディメンションを実際に

移動可能なものとするよう再度要請があった。

  調査団は設計発注の折には同点を十分考慮し、機材が移動可能なものとなるよう配慮

することを確約した。
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７　調査団所見７　調査団所見７　調査団所見７　調査団所見７　調査団所見

(１) 背景

　本プロジェクトは、1992年３月～1996年３月の４年間にわたり実施された「含金複雑

鉱処理技術プロジェクト」の第２フェーズプロジェクトであり、同プロジェクトで開発

された実験室レベルにおける有価金属回収技術を、現地鉱山・選鉱場に応用するための

技術開発をめざすものである。

　1996年９月のコロンビア政府の要請に応え、1997年４月事前調査が、また、1998年４

月長期調査が実施された。これら調査を通じ、本案件の要請の背景、計画の妥当性が確

認されたとともに、実現可能性の高いプロジェクトの枠組みがつくられた。

　両調査の結果を踏まえ、今回実施協議調査を実施することとなったが、調査実施に先

立ち、９月16日に行われた各省会議の場で、外務省経済協力局技術協力課より、同課が

入手した情報では、コロンビアにおける治安情勢は新大統領就任を前後して左翼系ゲリ

ラ組織による治安機関への攻撃、及び地方政治家の誘拐等テロ活動が激化しており、治

安状況の改善の兆しが見られないうえ、５月中旬からゲリラの一組織であるＥＬＮの影

響の強いアラウカ県で、邦人の関係する天然資源開発企業がＥＬＮの攻撃対象になった

とのことであり、本案件の実施に際し専門家の安全確保に危惧を抱いている旨の発言が

あった。

  これを踏まえ、本調査では同国全般の治安状況を再度把握するとともに、プロジェク

ト・サイトがあるカリ市の関係治安当局等を訪問し、プロジェクトに派遣される専門家

が、左翼ゲリラ等のターゲットになる危険性、及び派遣専門家をとりまく一般犯罪状況

について調査・情報収集することとした。

  また、本件実施にあたり日本人専門家の安全に関し、コロンビア側が取るべき措置を

Ｒ／Ｄ本文に記載することについてコロンビア側と協議することとした。

  本調査団派遣に際し、コロンビア側との間でＲ／Ｄ案、及びＭ／Ｄ案の最終合意を取

り付けるにとどめ、署名・交換は行わないこととした。

(２) プロジェクトをとりまく治安状況

　本件調査団は在コロンビア大使館、ＪＩＣＡコロンビア事務所及びセキュリティーコ

ンサルタント（コントロールリスク社）から情報を収集するとともに、プロジェクト・

サイトであるカリ市（南西部の盆地に位置するコロンビア第２の都市）の市警、バジェ

県警、ＤＡＳ関係者と面会し情報提供を受けた。また、同地に所在するＣＩＡＴを訪問

し、安全管理担当者より治安・安全関連情報を入手したところ概要は次のとおり。
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（全国一般状況）

・コロンビアには現在、左翼系ゲリラ、パラミリタル（対ゲリラ私設右翼武装集団)、

麻薬組織、一般犯罪集団の４つの治安・安全に関するリスク要因が存在する。

・新大統領就任前後は、左翼系ゲリラ、パラミリタルの活動は活発であったが、最近は

小康状態である。

・左翼系ゲリラはコロンビアの北東部から西部の山間部及び南部を中心に活動してい

る。政府との和平交渉が行われているが、先行き不透明であることから、軍・治安機

関をターゲットとしてテロ活動等を行っている。また、山間部の道路に検問所を造る

などして資金調達を目的とした誘拐も偶発的に起こしている。

・パラミリタルはコロンビアの北部及び北西部を中心にゲリラとの敵対活動をしている

も、政府機関への攻撃等は行っていない。

・麻薬組織は、大組織は既に崩壊して存在しないものの、中小組織が多数存在し、左翼

系ゲリラ（特にＦＡＲＣ)、パラミリタルと多様な条件の下、連携して活動している。

治安関係機関に対しては敵対しているものの、無差別テロ等は一切行っておらず、一

般国民に対しては全く脅威となっていない。

・一般犯罪については、失業率が非常に高い（全国平均15％）ことから増加傾向にある

が、喧嘩や恨みがその原因となる場合も多い。

（カリ市及び近郊）

・カリ市内においては左翼系ゲリラの活動は見られない。市内から50キロメートル程度

離れた山間部において小規模の活動が見られる程度である。また、まれに夜間のみ、

カリ市とブエナベントゥーラ市（太平洋に面したコロンビア最大の港町）間の道路で

検問所を設け通行料を徴収したり、場合によっては誘拐事件を起こしている。

・パラミリタルはカリ市、近郊を含め存在していない。

・小規模の麻薬組織は存在するものの、一般住民にとってリスクがない。

・一般犯罪については全国一の失業率（約20％）も関係して、地域的に偏在しており、

貧困地区についてはとりわけ多い。特に家宅侵入、自動車泥棒、強盗、空港での置き

引き等が発生している。

（日本人専門家を含む本件プロジェクトに関係するリスク）

・左翼系ゲリラであるＥＬＮはコロンビアの天然資源の外国資本による開発には反対し

ており、特に北部・東部を中心に石油・石炭関連企業・機関を攻撃対象としている。

しかし、自国資本による開発、特に低所得者層に裨益するプロジェクトには賛成の立

場であり、INGEOMINASが攻撃対象になることは考えられない。

・東洋人（日本人、中国人、朝鮮人）はカリ市に数多く存在しており、特に日本人が左
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翼ゲリラの標的になったという事実はない。また、カリ市内には外国人が全体で約３

万6,000人居住しているが、外国人だからという理由で標的になった事実もない。

・カリ～ブエナベントゥーラ間の道路で、ときどき貨物トラックが襲われる事件が最近

まで起こっていたが、換金性の高い物品を輸送するトラックが襲われたものであり、

プロジェクトの供与機材であるパイロットプラントのような特殊なものが狙われる危

険はない。

　さらに、カリ市及び近郊において、専門家の安全を確保する観点から、以下のような

提案があった。

・スラム街等の低所得者層が住む地域、及びゲリラの活動が見られる山間部には近づか

ない。

・誘拐の被害者を調べると、その100％が緊密な関係者からの密告によるものであり、

このことから、使用人等の選定には十分配慮するとともに、普段から良好な人間関係

を築くよう努める。

・日系人協会会員等現地状況に詳しい人から、安全に係る情報の収集に努めること。

・居住を決定するにあたっては、十分な配慮をし、その地区が安全な地区であることを

確認する。

・めだつ車（高級車、トヨタランドクルーザーを含む）の使用は避ける。

(３) コロンビア側との協議結果

１) 専門家安全対策について

  日本人専門家の安全を確保する目的で、以下の内容をコロンビア側が取るべき措置

として合意し、Ｒ／Ｄ（案）の本文及びAnnexに記載した。

  なお、安全対策問題をＲ／Ｄに記載することについては、コロンビア側外務省より

異例のこととして異議が唱えられたが、協議の結果、ほぼ当方案で先方の了解を取り

付けた。

・中央合同安全委員会（議長はＡＣＣＩ長官）と現地安全委員会（S u b -

Committee）の設置

・安全対策責任者（INGEOMINASカリ事業所長）の任命

・専門家通勤時における運転手付車両の供与

・公用外出時におけるＣ／Ｐ及びガードの同行

・休日・夜間作業時における安全対策の実施

・安全対策マニュアル（英文）の作成

・その他必要な措置
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２) プロジェクト実施について

  プロジェクト実施に係るテーマについて以下のように合意し、Ｒ／Ｄ（案）及びＭ／Ｄ

（案）に記載した。

・プロジェクト目標を「INGEOMINASとMINERALCOのＣ／Ｐが産金地域における中小

零細鉱山に対し選鉱場改善の指導ができるようになる」と変更した。

・合同実行委員会は初年度年２回、次年度以降年１回の開催とした。

・協力期間は３年間であるが、協力開始日については、外務省の決済後Ｒ／Ｄ署名

時に決定することとし、空欄とした。

・コロンビア側より強い要請のあった比重選鉱装置について、予算が許せば供与す

ることとした（コロンビア側による要請理由書を入手済み)。

・プロジェクト用車両について供与を前向きに検討することとした。ただし、供与

の場合はロープロファイルのものとした（コロンビア側より要請理由書を入手済

み)。

・Ｃ／Ｐ配置について再確認するとともに、1999～2002年の配置計画書の提出を

求め、内容につき合意した。また、MINERALCO代表から、更に積極的にプロジェ

クトへ参加をしたい旨の提案があったので、MINERALCOからのＣ／Ｐ４名をパー

トタイムからフルタイムに変更せしめた。

・コロンビア側予算案を再確認するとともに、1999～2002年の間の計画書を先方

に提出せしめた。

(４) 実施に係る留意事項

１) 専門家の安全確保について

  プロジェクト・サイトであるカリ市治安状況については、関係機関から入手した情

報から判断する限り、ゲリラ、麻薬組織等のリスクは非常に低いので、現状において

はプロジェクト実施上の支障はないものと思料される。しかしながら、一般犯罪に巻

き込まれる可能性は常に存在することから、派遣される専門家が基本的な安全対策を

遵守するとともに、上記関係治安機関からの指摘にもあったとおり、良好な人間関係

の構築に努めるとともに、基本的には1998年３月に新たに策定されたＪＩＣＡの安全

対策措置を十分に踏まえ、安全は自らが管理するものと考え、行動することが肝要と

思われる。

２) コロンビア側の取るべき安全措置について

  プロジェクト協力が開始されたあと、Ｒ／Ｄにコロンビア側の取るべき措置が明記

されているからといって、それが即実施に移されないケースもあると思われるところ、
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十分なフォローが必要と考えられる。

  特に安全委員会が合意どおり開催され、会議内容が専門家の安全対策に反映される

ことが肝要である。中央合同安全委員会については、コロンビア政府機関の代表者が

構成メンバーになっており、プロジェクトのみで責任をもって開催することはかなり

難しいと思料されるところ、在コロンビア大使館及びＪＩＣＡコロンビア事務所の強

力な支援が不可欠と思われる。

  本プロジェクトの実施機関であるINGEOMINASは、前プロジェクトの実施機関であるこ

とから、日本のプロジェクト方式技術協力がコロンビア側に裨益することを十分理解し

ており、本プロジェクト実施に関しても非常に積極的である。また、Ｃ／Ｐも異動も少

なく定着していることから、本プロジェクト目標の達成は十分可能なものと思料する。

  ついてはＲ／Ｄ（案）の外務省による決裁後、可及的速やかにプロジェクトが開始さ

れることが望まれる。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　資料１　資料１　資料１　資料１　Minutes of UnderstandingMinutes of UnderstandingMinutes of UnderstandingMinutes of UnderstandingMinutes of Understanding

資料２　Ｒ／Ｄ案資料２　Ｒ／Ｄ案資料２　Ｒ／Ｄ案資料２　Ｒ／Ｄ案資料２　Ｒ／Ｄ案

資料３　Ｍ／Ｄ案資料３　Ｍ／Ｄ案資料３　Ｍ／Ｄ案資料３　Ｍ／Ｄ案資料３　Ｍ／Ｄ案
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